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京都府情報公開審査会

会 長 錦 織 成 史

公文書部分公開決定に係る異議申立てに対する決定

について（答申）

平成１１年７月１２日付け１教高第５３７号で諮問のあった事案について、次の

とおり答申します。



第１ 審査会の結論

本件異議申立ての対象となった部分公開決定において実施機関が非公開とし

た部分のうち、全く記入のない府立高等学校（以下「府立高校」という ）及。

び該当者なしとする府立高校の情報については、公開すべきである。

実施機関のその余の判断は、妥当である。

第２ 異議申立てに至る経過

１ 平成１１年５月２７日、異議申立人は、京都府情報公開条例（昭和６３年

京都府条例第１７号。以下「条例」という ）第４条の規定により、京都府。

教育委員会（以下「実施機関」という ）に対し 「平成１０年度府立高等。 、

学校ごとの学年別、男女別の不登校生徒の数とその原因」を内容とする公文

書の公開を請求した。

２ これに対し、実施機関は、上記請求に対応する公文書として「平成１１年

３月１９日付け１教高第１５２号「平成１０年度府立学校生徒指導に関する

調査について」の各府立高等学校からの回答のうち「不登校等による欠席状

況及び休学状況（様式４ 」の「１ 不登校等による欠席状況」の部分 （以） 」

下「本件公文書」という ）を特定の上、平成１１年６月１０日、該当者数。

の記載欄部分（以下「本件情報」という ）を除いて公開するとの部分公開。

決定（以下「本件処分」という ）を行い、異議申立人に通知した。。

３ 本件情報を公開しない理由は、条例第５条第１号及び第６号に該当するた

めとした。

４ 平成１１年６月２４日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律

第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し

異議申立て（以下「本件申立て」という ）を行った。。

第３ 本件申立ての趣旨

本件申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

第４ 異議申立人の主張要旨

異議申立人が異議申立書及び意見書において述べている主張を総合すると、

おおむね次のとおりである。

府立高校における修学の実態は多くの課題があり、それは高校の評価の問題

というよりは、むしろ教育を受けさせる上での父母の不安が大変大きいことに



問題があるのではないかと思われる。

入学した生徒が卒業を迎えるまでに４０人から５０人が中途退学してしまっ

ている学校もあり、家庭での支えも含めてどうすれば高校教育を達成すること

ができるのか府民にも明らかにする必要があると考える。

情報公開の結果、個人が特定されるという点については、公的に公開されて

いる同種の統計や調査結果についても同等のことが言え、非公開の理由とはな

らない。

むしろ、こうした情報が教育保障への府民の意識を高めることになるのでは

ないか。

本件情報と同種の情報は、義務教育である小学校及び中学校では既に明らか

にされている内容であり、高校の段階での不登校問題は、原級留置など生徒の

進路や学校運営にも深刻な課題を生じさせている。公教育にかかる問題として

公開されて当然であり、条例第５条第１号及び第６号の非公開情報には該当し

ない。

小学校、中学校と学校教育を積み重ね、家庭や地域も含めて多くの努力の結

果、高校教育の機会を得た子ども達の後期中等教育の達成と成人期の進路の課

題をかんがみるとき、不登校の子どもの抱える問題は深刻である。

不登校の実態及びその原因と解決の手立てについて、情報公開も含めて教育

委員会の対策を求める。

第５ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書及び実施機関の職員による口頭説明において述べて

いることを総合すると、おおむね次のとおりである。

１ 条例第５条第１号に該当することについて

、 、年間の欠席日数が３０日以上である生徒については 人数が限られており

各府立高校ごとに学年別、男女別及び原因別に整理されていることから、本

件情報が公開されることにより個人が特定される可能性が高くなる。

また、個人が特定された場合、怠学や神経症的傾向などの欠席理由につい

ても明らかになるが、特に「神経症的傾向」については、その欠席理由は、

当該生徒にとって、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると考

えられる。

２ 条例第５条第６号に該当することについて

本件調査は、年間の欠席日数が３０日以上５０日未満と５０日以上の２項

目について、怠学、神経症的傾向及びその他の３つの欠席理由に分類して調

査をしているが、原因の分類については明確な基準はなく、各府立高校の担

当者の判断に委ねられている。



本件情報を公開すると、不登校の生徒の数が多いのは学校が荒れているか

ら、あるいは学校の指導体制が整っていないからなど、欠席者数や欠席理由

のみによって、学校に対し誤った評価がなされる可能性がある。このような

学校に対する偏った評価がなされることにより、保護者の学校に対する不信

感や誤解を招くことが懸念される。その結果、高校間のランク付けや序列化

を招き、今後の学校の教育活動の推進に支障をきたすおそれがある。

第６ 審査会の判断理由

１ 基本的な考え方

公文書公開についての条例の基本的理念は、その前文においてうたわれて

いるように、府民に公文書の公開を請求する権利を認めるとともに、積極的

に情報を提供することにより、府民の府政に対する理解と信頼を深め、府政

のより公正な運営を確保し、府民参加の開かれた府政の一層の推進を図り、

併せて府民福祉の向上に寄与しようとするものである。

このような基本的理念を実現するためには、府が保有する情報は公開を原

則とするべきであるが、その情報の中には、公開することにより個人のプラ

イバシーが損なわれるものや実施機関が行う事務事業に重大な支障が生じる

ものもある。

このため、立法者は条例の制定に際し、制度の趣旨、公文書の公開・非公

、 、 、開に係る公益性 有用性等を総合衡量した結果 原則公開の条例においても

なお、例外的に非公開とせざるを得ない情報があると判断し、これを条例第

５条において公開をしないことができる公文書として具体的に類型化し、規

定したものである。

しかし、同条各号に定める情報に該当するか否かについては、当該情報の

みを取り出し、抽象的にとらえて判断するのではなく、当該情報を取り巻く

諸事情をも考慮に入れ、個々の事例に即し、具体的に判断されなければなら

ない。

２ 具体的な判断及びその理由

実施機関は、本件情報が条例第５条第１号及び第６号に該当すると説明す

るので、これについて検討し、判断をする。

(1) 本件公文書について

本件公文書は、京都府教育委員会教育長から依頼の「平成１０年度府立

学校生徒指導に関する調査について」により、各府立高校において作成さ

れ、教育庁指導部高校教育課長あてに提出されたもののうち 「不登校等、

による欠席状況」の部分である。



(2) 条例第５条第６号該当性について

、 、 、 、 、条例第５条第６号は 府又は国等が行う取締り 監督 立入検査 試験

、 、 、 、 、入札 交渉 渉外 争訟 許認可その他の事務事業に関する情報であって

公開することにより、当該若しくは同種の事務事業の目的が達成できなく

なり、又はこれらの事務事業の公正かつ適切な執行に著しい支障が生じる

おそれのあるものが記録されている公文書を非公開とすることを定めたも

のである。

実施機関は、本件情報を公開すると、学校に対し、欠席者数や欠席理由

のみによって、誤った評価がなされる可能性があり、このような偏った評

価がなされることで、保護者の学校に対する不信感や誤解を招くことが懸

念され、その結果、高校間のランク付けや序列化を招き、今後の学校の教

育活動の推進に支障をきたすおそれがあると主張する。

しかし、生徒や保護者は、学校を選択するに当たり、学校を評価し、そ

の評価をもとに学校を選択するのは当然のことである。評価に必要な情報

は、本来公開すべきであり、実施機関が主張するような、誤った評価がな

される可能性があるということのみをもって非公開の理由とはならない。

また、本件調査に関しては、調査の趣旨や原因別分類の仕方など、各府

立高校の調査への理解度が異なっており、調査方法自体に対しての批判が

なされ、事務事業に支障が生じることも予想されるが、そのことをもって

非公開の理由とすることはできない。

したがって、本件情報は、条例第５条第６号には該当しない。

(3) 条例第５条第１号該当性について

条例第５条第１号は、基本的人権を尊重する立場から、個人のプライバ

シーを保護するため、個人が特定され得る情報のうち、通常他人に知られ

たくないと望むことが正当であると認められるものについて、それが記録

されている公文書を非公開とすることを定めたものである。

「個人が特定され得る」とは、個人が明らかに特定される場合はもとよ

り、特定される可能性がある場合をも含んでいる。氏名等のように個人が

直接特定できるような情報はもとより、他の情報と組み合わせることによ

り個人が特定され得る情報も条例第５条第１号に該当する情報である。

また 「通常他人に知られたくないと望むことが正当であると認められ、

る」とは、通常他人に知られたくないと望むことが社会通念上正当と認め

られることをいう。

実施機関は、年間の欠席日数が３０日以上である生徒については人数が

限られており、各府立高校ごとに学年別、男女別及び原因別に整理されて

いることから、本件情報が公開されることにより個人が特定される可能性

が高くなり、また、個人が特定された場合、欠席理由についても明らかに

なるが、特に「神経症的傾向」については、その欠席理由は、当該生徒に



とって、通常他人に知られたくないと望むことが正当であると主張する。

これに対し、異議申立人は、義務教育である小学校及び中学校では、同

種の統計や調査結果において、本件情報と同様のものが既に明らかになっ

ており、非公開の理由にはならないと主張する。

そこで、審査会において調査を行ったところ、学校基本調査（指定統計

第１３号）において小学校及び中学校の理由別長期欠席者数が公表されて

いる事実を確認した。

しかしながら、そこで明らかとなっているのは、本件調査のように学校

ごとに集計されたものではなく、市区町村ごとに集計された情報であり、

これらから個人が特定され得るとは通常考えられない。

一方、本件調査は、年間の欠席日数が３０日以上５０日未満と５０日以

上の２項目について、各府立高校ごとに、学年別、男女別、不登校の理由

別（怠学、神経症的傾向、その他に分類）に細分されていることから、本

件情報と各府立高校が保有する資料などとを照合することにより個人が特

定され得る可能性があるものと認められる。

また、本件情報を公開すると、特定の個人がどのような理由で不登校で

あったかが明らかとなる可能性があるが、不登校の理由を分類するための

明確な基準がない中で個人に対する評価がなされていることから、個人に

関する虚像が形成される場合も想定され、これは通常他人に知られたくな

いと望むことが正当であると認められる情報であり、条例第５条第１号に

該当すると認められる。

しかしながら、該当者数の記載欄に全く記入のない府立高校及び該当者

なしとする府立高校の情報については、条例第５条第１号に該当しないた

め公開すべきである。

、 、なお 本件調査のように個人のプライバシーを取り扱う調査においては

個人の権利利益が侵害されるおそれが高く、情報の収集目的や方法などそ

の取扱いについては慎重を期するよう審査会として要望する。

３ 結 論

以上の理由から 「第１ 審査会の結論」のとおり判断するものである。、


